
入札公告

長岡京市公告第72号

　次のとおり条件付一般競争入札に付します。

長岡京市長 中小路　健吾

１．業務概要等

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6) 111,121,000円(税抜)

（内、非課税部分850,000円）

(7)

(8) 無し

(9) 無し

(10)

２．入札に参加する者に必要な資格
　入札参加資格者は、次のすべての事項に該当する者とする。
(1) 令和７・８年度長岡京市競争入札等参加資格者登録を受けている者であること。
(2) 以下の登録要件を満たし、対応する履行実績等を有する者であること。

希望 許可等 所在地区分

―
一級建築士
事務所

市内本店・
準市内

―
一級建築士
事務所

近畿圏内

(3)

(4)

管理技術者として、一級建築士で建築設計業務に５年以上の実務経験を有する者を
1名配置できること。なお、本件業務の内容が建築監理業務である場合は、必要と
する実務経験を建築監理業務とし、本件業務に係る設計業務の技術上の管理技術者
と同一の者を配置することができないものとする。
その他、入札公告共通事項（以下「共通事項」という。）のとおり。

建築関係コ
ンサル

平成２３年４月１日以降に国、地方公
共団体、国立大学法人又は公立大学法
人が発注した延床面積が4,000㎡以上の
学校の新築、増改築又は改修工事の監
理業務又は設計監理業務を元請で完了
※増築・改修の場合は、増築・改修部
分に関する面積が4,000㎡以上とする。
※本市発注業務を実績とする場合は65
点以上

建築関係コ
ンサル

平成２３年４月１日以降に国、地方公
共団体、国立大学法人又は公立大学法
人が発注した延床面積が4,000㎡以上の
学校の新築、増改築又は改修工事の監
理業務又は設計監理業務を元請で完了
※増築・改修の場合は、増築・改修部
分に関する面積が4,000㎡以上とする。
※本市発注業務を実績とする場合は65
点以上

そ の 他 ―

最希望 履行実績

業 務 区 分 建築関係コンサル

履 行 期 間 契約日の翌日から　～　令和10年8月31日

予 定 価 格

最 低 制 限 価 格 変動制

令和8年10月19日

業 務 名 長岡第三小学校校舎等建設工事監理業務委託

履 行 場 所 長岡京市今里４丁目地内

業 務 概 要

○下記工事(長岡第三小学校校舎等建設工事)の監理
１．校舎建設(RC造3階建て　延床面積5,690㎡)
２．外構工事(農具庫、駐車場、倉庫、フェンス他)
３．上記に伴う電気・機械設備工事

入 札 保 証 金

契 約 保 証 金
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３．入札参加資格の確認に必要な書類

(1) 入札参加申し込み時に提出する書類

(2) 開札後に落札候補者となった者が提出する書類（以下、確認資料とする）

(3)
(4)

４．入札手続等

開 札 日 時 令和8年12月1日 午前10時00分 電子入札ｼｽﾃﾑによる

契 約 予 定 日 令和8年12月21日 共通事項６のとおり

質 疑 の 回 答 令和8年11月13日 午後1時00分以降 共通事項４のとおり

入 札 期 間
令和8年11月27日 午前9時00分から

共通事項５のとおり
令和8年11月30日 午後2時00分まで

入 札 参 加 資 格
審査結果通知日

令和8年11月5日 共通事項３のとおり

質 疑 の 受 付
令和8年11月5日 午前9時00分から

共通事項４のとおり
令和8年11月10日 午後5時00分まで

提出書類に関する詳細については、共通事項２を参照すること。
業務成績評定を確認できる書類は、本市発注業務を履行実績とする場合のみ提出す
ること。

手続き等 期間・期日・期限　等 手続きの方法等

入 札 参 加 資 格
確認申請書の受付

令和8年10月19日 午前9時00分から
共通事項３のとおり

令和8年10月30日 午後6時00分まで

履行実績に関す
る書類

履行実績調書（様式３）

契約書又はTECRIS、PUBDIS（完了登録業務カルテ受領書・登録
内容確認書）

設計書又はTECRIS、PUBDIS等の業務概要を確認できる書類

業務の完了を証明する書類

業務成績評定を確認できる書類

　本業務の入札に参加しようとする者は、申請書及び資料を提出し、入札参加資格の有
無について確認を受けなければならない。なお、期限までに申請書及び資料を提出しな
い者、並びに入札参加資格を有しない者は、本件入札に参加することができない。

入 札 参 加 資 格
確 認 申 請 書 等

条件付一般競争入札参加資格確認申請書（様式１）

一級建築士事務所の登録を確認できる書類

配置予定技術者
に関する書類

配置予定技術者調書（様式２）

一級建築士であることの証明書

建築設計業務（建築監理業務）に５年以上の実務経験を有する
者であることの証明

３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係があることを証する
書類
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５．入札参加資格の確認

６．落札者の決定方法
(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)
(9)

７．支払条件
(1) 前払金

(2) 部分払
履行期間中2回を超えることができない。

(3) 各会計年度の出来高算定

【出来高予定の割合】

８．その他
　その他については、共通事項のとおりとする。

　本業務における支払いについては、本市の各年度の予算の範囲内において、支払
うものとする。
　本市における各会計年度の出来高予定の割合は以下のとおりであり、各年度の支
払い額は出来高予定額の１００分の９０以内の額とする。各年度の支払い残額は最
終年度履行完了後に支払うものとする。

令和8年度　約4%
令和9年度　約43%
令和10年度　約53%

落札候補者となるべき者が複数ある場合、開札時にくじにより落札候補者を決定す
る。
落札候補者が入札参加資格要件を満たしていないことが確認された場合、当該落札
候補者のした入札を無効とし、次順位の落札候補者から適格者が現れるまで順次審
査を行うものとし、その過程において、入札価格が同じ者が複数ある場合は、くじ
により落札候補者を決定する。
落札者を決定した場合は、速やかに電子入札システムで落札者に通知する。
最低制限価格の設定方法として変動型最低制限価格を採用した場合で、落札候補者
の入札参加資格を審査した結果、入札が無効となった場合であっても、当該入札の
無効をもって最低制限価格の計算の結果に影響を及ぼさないものとする。

無し
※前払金については、長岡京市公共工事の前払金等に関する要綱（昭和５５年８月
１日制定）による。

　入札参加資格確認申請を受け付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。
なお、この入札参加資格の確認は、申請書等により、建設業者としての資格について確
認を行い、資格の有無を審査したものであり、確認資料による審査は、落札候補者決定
後に行う。

開札の結果、予定価格の範囲内で最低制限価格以上の価格をもって入札をした者の
うち、最低価格で入札した者を落札候補者とし、当該落札候補者の入札参加資格の
審査のため落札決定を保留し、開札を終了する。
落札候補者は持参又は電子メールにより長岡京市総合政策部契約課契約係に確認資
料を提出すること。
確認資料の提出期限は、提出を求められた日の翌日から起算して２日（市役所の閉
庁日を除く。） 以内とする。
落札候補者が前項の期限内に確認資料を提出しない場合、当該落札候補者は入札参
加資格要件を満たしていないものとみなし、入札を無効とする。この場合、次に低
い価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、確認資料の提出を求める。
落札候補者から提出された確認資料を審査した結果、入札参加資格要件を満たして
いることが確認された場合、当該落札候補者を落札者と決定する。
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入札公告共通事項

１．入札に参加する者に必要な資格
(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

(10)

(11)

配置予定技術者調書に記載していない技術者を実際の履行に当たって配置すること
はできない。配置予定技術者は、原則として変更することができない。ただし、傷
病、退社等極めて特別な理由がある場合で本市がやむを得ないと認める場合はこの
限りでない。
長岡京市長から長岡京市競争入札等参加資格の停止に関する要綱（平成２３年４月
１日施行。以下「指名停止要綱」という。）に基づく指名停止を受けている期間中
でないこと。
入札通知を行った日の翌日から開札の時までの期間に、長岡京市長から指名停止要
綱に基づく指名停止を受けた場合、当該者に対する入札参加資格を取り消すものと
する。
会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされ
ている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申
立てがなされている者でないこと。
警察当局から、長岡京市暴力団等排除措置要綱（平成２３年４月１日施行）別表に
該当する者として、長岡京市発注業務等からの排除要請があり、長岡京市長から排
除措置を受けている者でないこと。
本市発注業務において、６０点未満の成績評定通知を受け、当該通知時点で本市発
注の手持ち業務を有している場合は、当該業務を完了するまで入札等への参加は認
めない。

全 国
日本国内に本店（本社）又は支店（営業所）を置く
者

支店（営業所）については、入札・契約行為に関する権限について年間委任を受け
ていること。
履行実績については、本店及び委任を受けている支店（営業所）に限らず、委任を
受けていない支店（営業所）の履行実績を会社の履行実績として挙げることも可と
する。
配置予定技術者については、３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係があるこ
と。

府 内 本 店 京都府内に本店（本社）を置く者

府 内 支 店 京都府内に支店（営業所）を置く者

近 畿 圏 内
京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、滋賀県、和歌山
県、福井県又は三重県内に本店（本社）又は支店
（営業所）を置く者

市 内 本 店 長岡京市内に本店（本社）を置く者

準 市 内 長岡京市内に支店（営業所）を置く者

乙 訓 土 木 管 内 本 店 乙訓土木事務所管内に本店（本社）を置く者

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当してい
る者でないこと。
所在地区分については、以下のとおりとする。

所在地区分 対象となる参加者
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２．入札参加資格の確認に必要な書類
(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

(10)

(11)

３．入札参加資格の確認手続

(1)
ア

イ

ウ
エ 設計図書の配布期間は、公告日から入札書の提出期限日時までとする。

業務成績評定を確認できる書類については、発注者から発行された履行実績に対応
する成績評定通知書を提出すること。

本業務は、申請書及び資料の提出及び入札を原則として京都府電子入札システム（以
下「電子入札システム」という。）で行う対象業務である。なお、例外的に電子入札
システムによりがたい者は、発注者に紙入札方式参加承諾願を提出し承諾を得ること
で紙入札方式に代えることができるものとする。

申請書等及び設計図書の入手方法

原則として、入札情報公開システムの入札公告・入札情報からダウンロードするこ
と。ただし、詳細な設計図書等のデータは、電子媒体（ＣＤ）で貸与するので、配
布期間（閉庁日、正午から午後１時まで及び午後５時以降を除く。）に長岡京市総
合政策部契約課へ事前に電話連絡の上、受け取りに来ること。
※貸与資料は、本案件の積算等のみに使用することとし、目的外の使用は行わない
こと。貸与されたＣＤ及び当該ＣＤ内のデータは情報漏洩のないよう適正に取り扱
うこと。また、貸与されたＣＤは返却すること。

やむを得ず窓口配布を希望する場合は、配布期間（午前9時から午後５時まで（閉
庁日及び正午から午後１時までを除く。））に長岡京市総合政策部契約課契約係へ
電話連絡の上、入手すること。なお、配布は電子媒体とする。
申請書等の配布期間は、公告日から申請書の受付期限日時までとする。

履行実績調書（様式３）については、入札に参加する者に必要な資格における履行
実績の要件を満たす業務のうち、代表的な業務を１件記載すること。※２件以上の
履行実績を要件とする場合は、２件記載すること。
契約書又はTECRIS、PUBDIS（完了登録業務カルテ受領書・登録内容確認書）につい
て、契約書を提出する場合は業務名、発注機関名、契約金額、履行期間、受注者が
分かる部分と契約両者の押印部分があるものを提出しなければならない。
※変更契約をしている場合には当初契約書及び変更契約書の両方を提出すること。
設計書又はTECRIS、PUBDIS等の業務概要を確認できる書類については、履行実績の
要件に該当することを確認できる内容が記載されたものを提出すること。
業務の完了を証明する書類については、発注者から発行された検査合格通知書、支
払通知書、発注者からの支払いが確認できる書類、TECRIS、PUBDIS（完了登録業務
カルテ受領書・登録内容確認書）等を提出すること。
※受注者が作成した業務完了届等の書類は認められない。

入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）については、京都府入札情報
公開システム（以下「入札情報公開システム」という。）の当該案件に掲載する様
式を使用すること。
一級建築士事務所の登録を確認できる書類については、建築士事務所登録証明書を
提出すること。
配置予定技術者調書（様式２）については、本件業務に配置する予定の技術者につ
いて必要事項を記載すること。なお、複数の候補者を記載することはできないもの
とする。
一級建築士であることの証明書については、一級建築士登録証明書等を提出するこ
と。
建築設計業務（建築監理業務）に５年以上の実務経験を有する者であることの証明
については、代表者名による証明で技術者名を記載し、当該技術者が「建築設計業
務（建築監理業務）に５年以上の実務経験を有することを証明する。」という文言
を入れた任意様式とすること。
※入札・契約行為の年間委任を受けている場合、年間委任を受けている代表者が証
明すること。
３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係があることを証する書類については、技
術者資格者証、市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書、健康保険・厚生年
金被保険者標準報酬決定通知書、所属会社の雇用証明書又はこれらに準ずる書類を
提出すること。
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(2)
ア

イ

(3)
ア
イ

ウ

(4)
ア
イ
ウ

４．設計図書等に対する質疑回答 
(1)

(2)
(3)

５．入札手続等
(1)

(2)
ア

イ

(3)

(4)
ア
イ
(5)

入札書に記載した金額と一致させること。
入札額内訳書は入札情報公開システムの当該案件に掲載する様式を使用すること。
非課税部分を含む入札の取扱い
予定価格に非課税部分が含まれる案件については、業務価格に非課税部分を加えた
額を入札書に記載すること。

入札書の提出方法
電子入札者は、公告に示す入札期間内に電子入札システムにより入札書及び入札額
内訳書を提出すること。（本件業務に非課税部分が含まれない場合は、入札額内訳
書の記入は要しない。ただし、電子入札システムの都合上、未記入のまま提出する
こと。）
紙入札者は、公告に示す入札期間内（午前9時から午後５時まで（閉庁日及び正午
から午後１時までを除く。））に、長岡京市総合政策部契約課契約係へ入札書及び
入札額内訳書を持参により提出すること（電子メール、ファクシミリ又は郵送によ
る提出は受け付けない。）。なお、提出する際は、入札書と入札額内訳書を別々に
封緘すること。
入札書に記載する金額
入札書に記載する金額は千円止めとすること。
入札額内訳書に記載する金額

設計図書等に対する質疑がある場合は、長岡京市競争入札心得（平成２３年６月１
日施行）質疑書（様式第１号）に記載し、公告に示す期間内に長岡京市総合政策部
契約課契約係に提出すること（事前連絡要）。
質疑書はExcel形式とし、電子メールで提出すること。
回答については、公告に示す日時以降に入札情報公開システムに掲載する。
※発注者からの連絡は行わないため必ず確認すること。なお、質疑が無い場合は回
答の掲載等は行わない。

入札方法等
長岡京市競争入札心得及び長岡京市建設業務等電子入札運用基準（平成２３年６月
１日施行）による。

審査結果は、公告に示す日に電子入札システムにより通知する。ただし、紙入札者
には電話により連絡するので、通知書を長岡京市総合政策部契約課まで受け取りに
来ること（電子メールでの受け取りも可とする）。なお、この入札参加資格の確認
は、申請書等により、測量・建設コンサルタント業者としての資格について確認を
行い、資格の有無を審査したものであり、確認資料による審査は、落札候補者決定
後に行う。
資格審査の結果、入札参加資格無の通知を受けた者は、長岡京市競争入札等及び契
約の過程に係る苦情処理要綱（平成１９年１０月１日施行）に基づき、期間内に長
岡京市長に対して苦情を申立てることができる。この場合、苦情申立書は長岡京市
総合政策部契約課契約係に提出すること（郵送又は電子メールによる提出を可とす
るが、事前連絡の上、期限内必着のこと）。回答は書面により行う。
その他
申請書等の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする。
提出された申請書等は返却しない。
提出期限の日以降における申請書等の差し替え及び再提出は原則として認めない。

提出方法
電子入札システムにより申請書及び資料を提出する者（以下「電子入札者」とい
う。）は、電子入札システムの当該案件から申請書及び資料を提出すること。な
お、添付書類のファイルサイズが総量で２メガバイトを超える場合は、長岡京市総
合政策部契約課契約係に提出書類のすべてを持参、郵送又は電子メールで提出する
こと（事前連絡要）。なお、この場合も電子入札システムで申請書を提出する処理
は必ず行うこと。
やむを得ず、発注者の承諾を得て紙入札方式により入札に参加する者（以下「紙入
札者」という。）は、公告に示す受付期間（午前9時から午後５時まで（閉庁日及
び正午から午後１時までを除く。））に、提出書類を持参、郵送又は電子メールで
提出すること（事前連絡要）。
入札参加資格の確認通知
申請書及び資料により入札参加資格の有無を審査し、結果を通知する。
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６．契約

７．違約金

８．契約の手続において使用する言語及び通貨

９．その他
(1)

(2)

(3)
(4)

(5)
ア

イ

ウ

エ

(6)

１０．入札手続における担当部課 
長岡京市総合政策部契約課契約係 
直通電話 ０７５―９５５―９５０６
メールアドレス　keiyaku@city.nagaokakyo.lg.jp

国とは、財政法（昭和２２年法律第３４号）第２１条に規定する衆議院、参議院、
最高裁判所、会計検査院並びに内閣・内閣府、復興庁及び各省をいう。
地方公共団体とは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１条の３に規定する
団体及び地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２条に規定する企業をい
う。
国立大学法人とは、国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第２条に規定す
る法人をいう。
公立大学法人とは、地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２１条第
２号に掲げる業務及びこれに附帯する業務を行う法人をいう。
個人情報の取り扱いについて
提出書類に含まれる個人情報については、本件入札・契約に係る事務においてのみ
使用し、他の目的で使用することはありません。

日本語及び日本通貨

入札参加者は、本公告文、設計図書、特記仕様書、長岡京市競争入札心得及び長岡
京市建設業務等電子入札運用基準等を熟読し、遵守すること。
申請書及び資料に虚偽の記載をした場合には、指名停止要綱に基づき、指名停止措
置を行うことがある。
配置予定技術者の配置が困難になった場合は、辞退すること。
窓口受付については、開庁日の午前９時から午後５時とする。ただし、正午から午
後１時までを除く。
履行実績として求める発注機関について

契約書は、長岡京市工事等請負契約約款に基づき、作成する。

落札者が契約を締結しないときは、落札金額（税込）の１００分の５相当額の違約金
を徴収する。
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